
１．法人の概要 【役員名簿】

役職名 氏名 現任期終了 備考

会 長 丹羽　雅雄 R10.6.28

副 会 長 多賀　雅彦 R10.6.28

所 長 三輪　敦子 R10.6.28

理 事 赤井　隆史 R10.6.28

理 事 阿久澤　麻理子 R10.6.28

理 事 榎井　  縁 R10.6.28

千円 理 事 酒谷　秀樹 R10.6.28

千円 監 事 宮内　雅也 R10.6.28

千円

千円

千円

千円

２．役職員の状況 （単位：人）

府派遣 府OB 府派遣 府OB 府派遣

0 0 0 0 0 0 0 役員の定数・任期・選任方法

8 0 0 0 0 8 0 定数 理事 5 名以上9名以内

0 1 監事 2 名以内

0 0 0 0 0 0 0 任期 理事 2 年

4 3 監事 4 年

2 0 0 0 0 1 0 選任方法

6 0 0 0 0 5 0

5 人）の

 歳

8

28.5%

一般財団法人　アジア・太平洋人権情報センター

令和７年度 令和８年度

【令和８年７月１日現在】

設立年月日代 表 者 名

（基本財産）
一般財団法人移行時に定款で「基本財産」を定めず、設立時の基本財
産（250,000千円）については、「特定資産」として活用。

部落解放同盟

161,073 21.5%

千円

10.1%

会長　　丹羽　雅雄

電 話 番 号

Ｈ Ｐ ア ド レ ス

設立目的

平成６年７月２２日

https://www.hurights.or.jp/japan/

府民文化部人権局人権擁護課法人所管課

現職名

０６（６５４３）７００２

0

アジア・太平洋地域の人権伸長に資する国際的な人権情報を、国際連合等の協力と同地
域の諸国及び人々との相互理解と友好を基に収集・提供することによって、人権を通じて
の大阪の国際交流並びに府民の国際的な人権感覚の醸成に寄与することを目的とする。

出捐総額

0

その他の団体

85,520

　一般財団法人または公益財団法人移行年月日 平成２４年４月１日

大阪市

常勤役員

非常勤役員

-

750,078

75,885

役
員

0

大阪市西区西本町１－７－７

大阪府

213,800

大阪市を除く市町村

令和６年度

主　な
出捐団体

（出捐割合）

213,800

11.4%

所 在 地

備考

大阪府の
出資による権利 96,433 千円

理事及び監事は、評議員会の決議に
より、選任する

0

弁護士

大阪公立大学教授

関西学院大学教授

部落解放同盟中央本部書記長

社会保険労務士

大阪府教職員組合書記長

0

0

【各年度７月１日時点】

府OB

実質価格の低下により、大阪府財務諸表作成基準に基づき減額を行っ
た後の「出資による権利」の額。

藍野大学教授

28.5%

年間給与手当支給額平均 4,000 千円 平均年齢 57.0

職
員

管
理
職

プロパー職員（ 給与に関する状況（令和７年度）

その他

常勤職員計

0

プロパー職員

プロパー職員

1

一
般
職

4

6

1

その他



一般財団法人 アジア・太平洋人権情報センター

【事業計画及び事業実績】

（９）随時 （９）年2回実施 （９）随時

（１）日本語と英語のウェブサイトの
コンテンツ充実と発信力の強化

（２）国内外のオンライン会議・セミ
ナーに積極的に参加

（３）資料の収集・整理

（１）国際人権条約の国内実施の
モニタリング

（２）移民・移住労働者の人権に関
する情報収集・啓発

（１）随時

（２）通年

（４）通年

（８）年4回開催 （８）通年

（５）受託事業

（６）人権に関するイベント等への
参加

（５）自治体、学校等の人権研修
の受託、研究機関、公益法人等
の研究調査に関わる業務協力

（６）随時

（７）ＮＰＯ／ＮＧＯ、学校関係など
の団体との協力・共催事業の推進

（７）通年

（８）通年

（７）年4回実施 （７）通年

３　研修・啓発事業

（６）年2回参加 （６）随時

（５）年91件受託

（４）セミナー年１回実施 （４）通年

（３）人権映画の上映会 （３）随時 （３）年1回上映

（５）自治体、学校等の人権研修の
受託、研究機関、公益法人等の研
究調査に関わる業務協力

（４）交差性・複合差別の情報収集
と学習会

（９）インターン受入れ・人材養成事
業

（８）タイムリーな機会を得た学習
会

（１）随時（1）国内人権機関設立推進
NGOネットワークに参加し情報
収集。人種差別撤廃委員会等
の条約機関による日本への勧
告の実施状況に関して適宜情
報発信。

（３）随時

（２）セミナー年1回実施 （２）通年

２　調査・研究事業

（２）人権教育推進のためのプログ
ラム実施

（２）随時 （２）セミナー年1回実施、人権教
育の現状とニーズを聞くためオン
ラインのアンケート調査を実施

（２）随時

（１）ビジネスと人権 （１）随時 （1）セミナー年4回実施 （１）随時

（３）スタッフ研修 （３）随時 （３）パソコンスキルアップ研
修、マイクロアグレッションに
係るスタッフ研修

（３）随時

（３）図書122点新規登録、
21点除籍。
（所蔵点数計10,830点）

（１）ウェブサイト及びフェイ
スブック・X等SNSでの発信

（２）随時

（３）通年

１　情報収集・発信事業

（３）通年

（２）年9回参加（国内） （２）随時

（１）ウェブサイト及びフェイ
スブック・X等SNSでの発信

（１）日本含め199か国・地
域からアクセスがあった。
(情報発信計97本）

３．主要事業の概要　

事　業　名 事　項
事　業　量　

備　考
令和７年度計画 令和７年度実績 令和８年度計画



一般財団法人 アジア・太平洋人権情報センター

（１）国際人権ひろば
　　　年6回発行

　　FOCUS
　　年4回発行（6,9,12,3月）

（１）会員の拡大と会員サービスの
充実

（３）年1回実施

（２）Vol.15の企画編集

（１）通年

（２）随時

（３）随時

―　　 FOCUS 年4回発行

　（会員数計109名）

４　広報・出版事業

５　情報サービス事業

（２）Ｅメールインフォ・会報（役員・
会員向け）の発信

（２）年各26本発信 （２）随時

（１）会員数増減なし （１）通年

（３）人権情報・研修などについて
の国内外からの相談への対応

（３）随時

（１）国際人権ひろば
　　 年6回発行

（２）Vol.15の発行 ―（２）”Human Rights Education in
the Asia-Pacific（アジア・太平洋に
おける人権教育）”（英語）の発行

（１）ニュースレター「国際人権ひろ
ば」、「FOCUS」の発行

（１）国際人権ひろば
　　 年6回発行（奇数月）

事　業　名 事　項
事　業　量　

備　考
令和７年度計画 令和７年度実績 令和８年度計画



一般財団法人 アジア・太平洋人権情報センター

４．大阪府の財政的関与の状況 （単位：千円）

令和５年度 令和６年度 令和８年度

実績 実績 当初予算 実績 当初予算

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

10 55 0 54 0
（報償費） 10 0 0 0 0

（報償費） 0 32 0 0 0

（報償費） 0 23 0 54 0

10 55 0 54 0

（単位：千円）
令和５年度 令和６年度 令和７年度

0 0 0 　 　
0 0 0 　 　

その他（分担金・負担金・出捐金等）

府借入金残高（期末）

府立高等学校等主催の講演会

合　　　　　計

区　　分

（
内
訳

）

「産業社会と人間」講師謝礼

職員全体研修会謝礼他 大阪府教育センター主催の講演会

人権研修講師謝礼

府損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

補　助　金 　

委　託　料

貸　付　金 　

区　　分
令和７年度

補助金、委託料等の内容



一般財団法人 アジア・太平洋人権情報センター

５．財務状況

(単位：千円）　

令和５年度 令和６年度 令和７年度 前年度比増減

381,176 344,489 310,564 △ 33,925

26,567 39,580 5,055 △ 34,525

現金預金 26,033 38,382 4,091 △ 34,291

未収金 235 351 124 △ 227

その他流動資産 299 847 839 △ 8

354,610 304,910 305,510 600

基本財産 0 0 0 0

特定資産 190,806 145,697 100,740 △ 44,957

その他固定資産 163,804 159,212 204,770 45,558

6,174 6,247 6,032 △ 215

3,774 3,547 2,732 △ 815

短期借入金 0 0 0 0

未払金 2,610 2,741 2,166 △ 575

その他流動負債 1,164 806 567 △ 239

2,400 2,700 3,300 600

長期借入金 0 0 0 0

各種引当金 2,400 2,700 3,300 600

その他固定負債 0 0 0 0

375,003 338,242 304,532 △ 33,710

188,406 142,997 97,440 △ 45,557

186,597 195,245 207,092 11,847

正味財産合計

指定正味財産

一般正味財産
※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

貸
借
対
照
表

資産合計

流動資産

固定資産

負債合計

流動負債

固定負債



一般財団法人 アジア・太平洋人権情報センター

(単位：千円）　

令和５年度 令和６年度 令和７年度 前年度比増減

経常収益 14,724 13,990 12,832 △ 1,158

基本財産運用益 0 0 0 0
特定資産運用益 5,160 4,778 3,468 △ 1,310
受取会費 593 624 614 △ 10
事業収益 5,756 5,253 4,853 △ 400
受取補助金等 0 0 0 0
受取負担金 0 0 0 0
受取寄付金 36 5 2 △ 3
その他の収入（受取利息収入等） 3,179 3,331 3,896 565

経常費用 50,150 47,851 46,542 △ 1,309

事業費 44,824 40,679 39,364 △ 1,315
管理費 5,326 7,171 7,178 7

当期経常増減額 △ 35,426 △ 33,861 △ 33,710 151

経常外収益 43,736 45,408 45,558 150

特定資産取崩収益 43,736 45,408 45,558 150

経常外費用 0 2,900 0 △ 2,900

その他経常外損失 0 2,900 0 △ 2,900

当期経常外増減額 43,736 42,508 45,558 3,050

当期一般正味財産増減額 8,310 8,648 11,847 3,199

一般正味財産への振替額 △ 43,736 △ 45,408 △ 45,558 △ 150

当期指定正味財産増減額 △ 43,736 △ 45,408 △ 45,558 △ 150

正味財産期末残高 375,003 338,242 304,532 △ 33,710

保有総額
<令和7年3月31日時点>

保有総額（A）
<令和8年3月31日時点>

時価評価額(B)
<令和8年3月31日時点>

保有総額と時価評価額差
(B)－(A)

300,000 300,000 285,817 △ 14,183

仕組債の保有状況

 （指定正味財産増減の部）

正
味
財
産
増
減
計
算
書

（一般正味財産増減の部）

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。


